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Ⅰ
 
政府全体の科学技術関係予算の 概要 

平成 1 7 年度政府予算案における 科学技術関係予算の 総額は 3 兆 5, 7 8 5 

億円 ( 対前年度比 9 9. 2%) 、 このうち科学技術振興 克は 1 兆 3, ] 70 億円 

( 対前年度上ヒ 1 0 2. 6%) 。 く 后町 添 Ⅰ サ 
また、 平成 1 7 年度の政府全体での 競争的研究資金は 4, 6 7 2 億円 ( 対前 

年度比 ] 2 9. 6%) で、 平成 1 2 年度に対して ]. 5 7 倍の増額。 0 別添 2) 

2  農林水産省の 科学技術関係予算の 概要 

平成 ] 7 年度の農林水産省の 科学技術関係予算は 1, 1 9 1 億円 ( 対前年度 

比 ] 00. ] %) で、 政府全体の科学技術関係予算の 3. 3% を占める。 

このうち科学技術振興 比 は ], ] 4 4 億 H ( 対前年度比 ] 00. 9%) で、 

政府全体の科学技術振興俺の 8. 7% を占める。 (BU 添 ] ) 
また、 平成 ] 7 年度のⅢ 林 水産省の予算総額 2 兆 9, 6 7 2 億円のうち科学 

技術関係予算の 割合は 4. 0% 。 

( 参考 ) 農林水産省の 平成 m7 年度科学技術関係予算の 構成 

( 単位 : 億円 ) 
科学技術関係予算 ( 注 2) 1. 1 9 1@ (1, 1 9 0) 

科学技術振興 費 (&3) 1, 1 44 (1, 1 34) 

  関係経費 ( 注 4) 4 7 (5 6) 

農林水産政策研究所 9 (9) 

独立行政法人 農林水産業技術 
運営費交付金 8 5 6 (8 5 3) 振興 費 
施設整備費 2 7@ (3 4) 2@ 2@ 1@ (2@ 0@ 6) 

農林水産技術会議経費等 3 2 (3 1) 

( 注 1)  ( ) 内の数値は平成 1 6 年度予算額。 
( 注 2)  「科学技術関係予算」は、 科学技術に関係する 経費を取りまとめたもので、 「 科 特金 
技術振興 費 」と「関係経費」に 区分される。 

( 注 3)  「科学技術振興 費 」は、 一般会計予算において、 専ら科学技術の 振興を図るため 
に必要なものとして 区分して計上される 経費。 

( 注 4)  「関係経費」とは、 ①一般会計のうち 科学技術の振興以覚の 目的を持つものであ 
るが科学技術の 振興にも寄与する 経費、 ②特別会計予算のうち 科学技術に関係する 
経費を合計したもの。 
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3  農林水産技術会議事務局予算の 概要 

( 資料 1 一 2 参照 ) 

Ⅲ平成 1 7 年度の農林水産技術会議事務局予算は ，全体で 8 8 3.7 億円 

( 対前年度と ヒ 1 0 2. 1 %)0 
( 注 ) 事務局予算はすべて 科学技術振興 費 。 

(2) このうち・プロジェクト 研究関係予算は、 1 2 1. 0 億円 0 対前年度 
とヒ ] 0 2. 8%) で，以下のような 重点課題に関する 研究開発を推進。 
① 食料産業の国際競争力の 強化 
  生産性の高 い 水田及び 畑 輪作システムの 確立 

・ 施設野菜の高品質・ 周年安定生産技術の 開発 

② 地域における 食料産業の活性化 
  種苗生産が困難なウナギの 幼生やイセ エ ビの 稚ェビ 生残率の 1 0 

倍 向上技術の開発 
・ 畜産臭気の低減・ 家畜排せっ 物 利用技術の開発 

③ 食の安全・安心の 確保 

・ 畜産物の減投薬生産技術の 開発 

・ BS 三 、 鳥インフルエンザ 等人獣共通感染症の 制圧のための 研究 

④ 今後の食料産業の 発展基盤の強化 

  遺伝子ネットワークの 解明及びこれを 利用した効率的な 品種育成 

技術の確立 ( グリーンテクノ 計画 ) 

(3) 競争的研究資金予算は、 1 2 4. 0 億円 ( 対前年度比 1 2 3. 0%, 対 
1 2 年度比 1 . 5 2 倍 ) 。 

[4) 独 法運営費交付金 ( 競争的研究資金関係予算を 除く。 ) 及び施設整備 
費 補助金は、 5 5 9. 9 億円 ( 対前年度比 9 9. 4%)0 

 
 







捌添 3) 

平成 1 7 年度科学技術関係経費予算 ( 概算決定 ) の概要 

[ 総合食料 局 ] 百万円 
0 食の安全・安心確保技術の 開発 9 0@ (1 2 6) 

高度化、 個性化する消費者ニーズ や 食中毒、 異物混入等の 食品事故の頻発を 背景と 
した安全性への 関心の高まりに 対応するため、 技術研究組合の 下で、 分光等による 非破 
壊 品質・異物判別技術、 バイオテクノロジ 一等による安全性評価技術、 物理化学的な 非 
黙殺菌技術、 原料や製品の 鮮度保持技術の 高度化を図る。 

[ 消費・安全局 ] 

0 動物用医薬品等安全性評価基準開発 2  4  (2  ] Ⅰ 

動物用抗菌剤の 適切な使用を 図るため、 モニタリンバの 充実及び薬剤・ 対象 菌 ごとの 
耐性閾値の設定等を 行い、 これらに基づく 家畜への抗菌剤の 慎重な使用 ( プルーデント 
コース ) の実現を図るための 遺伝子解析及び 動物試験等を 実施するとともに、 現場で必 
要 となる検査試薬の 開発に向けた 検討等の対策を 行 う 。 

[ 生産局 ] 

0 高機能種苗生産・ 流通システム 確立促進事業 1 6@ (1 8) 

産地における 農業生産性の 向上を図るため、 バイオテクノロジ 一等の先端技術を 活用 
した、 高機能種苗等の 効率的生産供給技術の 開発を支援。 

その他 4, 5 7 6 (0) 百万円の内 数 0 畜産新技術実用化対策 匡い 農業づくり交付金 4 ，。 。 。 の旧川 亦臼 
我が国畜産の 国際競争力の 強化を図るため、 クローン技術や DNA 解析技術を活用し 
た 育種改良手法の 開発及び検証、 受精卵の性判別技術の 利用の促進、 リキットフィー 
ディン グ や子牛の損耗防止技術等飼養管理技術の 普及等を実施。 

[ 農村振興局 ] 

0 官民連携新技術研究開発ま 業 2 7 0 く Ⅰ 2 4 Ⅰ 

効率的、 経済的な計画、 設計、 施工、 管理に資する 技術、 農村地域における 生活環境 
の 整備に資する 技術、 豊かな環境の 保全に資する 技術等について、 官民の密接な 連携 
の下に研究開発、 実証試験及びその 後の機能監視を 実施するとともに、 開発した技術の 
普及対策を支援。 

[ 林野庁 ] 

0 本文資源循環利用技術開発事業 9 5 ( Ⅰ 2 8 Ⅰ 

木材をリグニンとセルロース 系成分に分離し、 再利用可能な 木製プラスチックや 有機化 
学工業の原料を 製造する技術の 開発。 

0 森林環境保全先端技術導入機械開発事業 4 1 (8 3) 

長期育成循環施業等の 非皆伐施業に 対応した森林環境保全に 資する高性能林業 機 
械 であ る 急 傾斜地非皆伐作業用伐採搬出機械等の 開発を行 う 。 

[ 水産庁 ] 

0 有明海等環境 脩報 ・研究ネットワーク 総合推進事業 4 2@ (4 8) 
有明海等における 環境情報・研究ネットワーク 構想の策定、 環境情報データベースの 
整備、 情報提供ソフトウェアの 設計・開発、 既存のデータを 補完するための 漁業実態調査 
などを実施。 
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